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概要

地方政府による地方公共財の供給量を最適な水

準に導くものとしていくつかの理論が存在する。

その代表的な理論は、Tiebout の�足による投

票�とヤードスティック競争である。�足による

投票�仮説では、住民の自由な地域間移動が、

ヤードスティック競争では、住民による投票が地

方政府の行動を効率的にする。�足による投票�

仮説がわが国住民の行動へ適用可能か否かを考え

たとき、住民は地方公共財の供給水準と税負担に

大きく反応し、居住地域を変更しているのであろ

うか。より現実的には、居住地域を変更する前に、

非効率的な行動を行う自地域の地方政府を選挙に

よって落選させる行動をとるのではないかと考え

られる。そこで、本稿では、市レベルの地方政府

間でヤードスティック競争が行われているのか否

かを実証的に分析する。わが国の市レベルの地方

自治体間において、土木費、公債費歳出に関して

ヤードスティック競争が行われている可能性が高

いことが明らかになった。
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1 はじめに

地方政府による地方公共財の供給量を最適な水

準に導くものとしていくつかの理論が存在する。

その代表的な理論として第 1 は、Tiebout の�足

による投票�仮説が挙げられる。�足による投票�

仮説とは、住民が地域の課税水準と地方公共財を

比較し、自身の選好に最も合った地域を選択し居

住するといった仮説である。この仮説のもとでは、

もし、地方政府が地方公共財を非効率的に供給す

れば、住民は他のより良い地域に移住してしまう。

地方政府は、自地域により多くの住民を引き込も

うとするため、他地域よりも地方公共財の供給を

効率的に行う。�足による投票�仮説では、住民

の自由な地域間移動が地方政府の行動を効率的に

している。第 2は、ヤードスティック競争が挙げ

られる。ヤードスティック競争とは、住民が自地

域と他地域の両方の地方公共財を比較し、地方公

共財によって得られる自地域住民の満足度が他地

域の住民の満足度よりも高ければ（低ければ）自

地域の首長を選挙によって当選（落選）させると

いうものである。ヤードスティック競争では、住

民による投票が地方政府の行動を効率的にする。

�足による投票�仮説をわが国の住民の行動に

適用させたときに、次のような理論と現実との間

に存在する問題が考えられる。わが国の住民は地

方公共財の供給水準と税負担に大きく反応し、居

住地域を変更しているのであろうか1 )。より現実

的には、居住地域を変更する前に、非効率的な行



動を行う自地域の地方政府を選挙によって落選さ

せる行動をとるのではないかと考えられる2 )。そ

こで、本稿では、都道府県間でヤードスティック

競争が行われているのか否かを実証的に分析する。

具体的には市長当選確率を被説明変数、自地域の

各目的別歳出と他地域の各目的別歳出を説明変数

として、各目的別歳出額が市長の再選確率にどの

ような影響を与えるのかを推定し、さらに、他地

域の目的別歳出額の変化が、自地域の目的別歳出

額へどのような影響を与えているのかを実証的に

分析する。

地方政府間のヤードスティック競争を実証的に

分析した代表的な先行研究にBesley and Case

(1995) がある。Besley and Case (1995) はアメリ

カの州のデータを用い、自地域の税率や他地域の

税率の変化が州知事の再選確率にどのような影響

を与えているのか、また、他地域の税率は自地域

の税率にどのような影響を与えているのかを実証

的に分析している。しかし、日本の地方自治体に

おける地方税率を変化させる権限は小さく、その

ため、わが国の地方政府間において、もし、ヤー

ドスティック競争が生じているならば、それは地

方公共財の供給量によって引き起こされているこ

とが想定される。したがって、わが国で生じる

ヤードスティック競争を表現するためのモデルが

必要である。

地方政府が、住民の投票行動の影響を受けて地

方公共財の供給量を決定するモデルを構築した研

究に Seabright (1996) がある｡ しかし､ Seabright

(1996) は住民の投票を実績投票に設定し、その

下で地方政府間における地方公共財供給量のナッ

シュ均衡を求めており、他地域住民の効用水準を

一定として、その効用水準よりも高くなるように

自地域の地方公共財供給量を決定する設定になっ

ている。本稿では、他地域の地方公共財供給量が

変化したときに、自地域地方政府の再選確率に影

響を与え、自地域地方政府が地方公共財の供給量

を変化させるといったヤードスティック競争を実

証的に分析したい。したがって、Seabright

(1996) のモデルに各地方政府が決定する地方公

共財供給量の変化が、各地方政府の再選確率を変

化させる影響を経由し、各地方政府の地方公共財

供給量が変化するようなモデルの枠組みを導入し

たい。

Lazear and Rosen (1981) は、どのような報奨

金を与えれば競争者の努力水準をより引き出すこ

とができるかというトーナメントモデルを構築し

ている。このモデルでは、 2人の競争者に生産物

を生産させ、より多くの生産物を生産した競争者

に高い報奨金を、生産量が低かった競争者には低

い報奨金を与える設定になっている。したがって、

ここでは、他の競争者よりも多くの生産物を生産

し、高い報奨金を得たいといったヤードスティッ

ク競争が生じている。このような競争者間の相互

作用によって生じる Lazear and Rosen (1981) の

モデルの枠組みを Seabright (1996) のモデルへ

導入し、地方政府間の地方公共財供給量決定の相

互作用でヤードスティック競争が引き起こされる

モデルを新たに構築した3 )。本稿では、このよう

に構築された新たなモデルの下で、市レベルの地

方自治体間においてヤードスティック競争が生じ

ているのか否かを実証的に検証する4 )。

分析の結果は、次のとおりである。自地域の商

工費、消防費歳出の増加は、自地域の市長の再選

確率を低下させることが示された。また、近隣地

域の商工費、消防費歳出の増加は自地域の市長の

再選確率を上昇させ、一方、近隣地域の土木費歳

出と公債費歳出は自地域の市長の再選確率を低下

させることが結果として示された。そして、民生

費、商工費、土木費、消防費、教育費、公債費に

関して、他地域歳出の変化が自地域歳出へ正の影

響を及ぼしていることが判明した。以上の結果か

ら、土木費と公債費に関して、近隣地域の公共歳

出が自地域市長の再選確率に負の影響を与えてお

り、また、近隣地域の公共歳出が自地域の公共歳

出に正の影響を与えていることがわかる。したが

って、わが国の市レベルの地方自治体間では、土

木費、公債費においてヤードスティック競争が行

われている可能性が高いことが実証的に示された。

本稿の構成は以下の通りである。まず、第 2節

ではヤードスティック競争モデルの設定を説明す

る。第 3節では、計量モデルと分析に用いたデー

タについての説明を行い、実証結果を述べる。第

4 節では、市レベルの自治体間と都道府県間の
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ヤードスティック競争の実証結果を比較検討する。

第 5節では、結論を述べる。

2 モデル

2 地域からなる経済を考える。地域 (i=1,2)に

は、nの住民が居住しており、経済全体の住民

数はNで一定であるとする。また、地域間の住民

移動はないと仮定する。経済の住民は選好に関し

て同質的であると仮定するので、地域 i に居住す

る住民の効用関数は次式のように表される。

U=u()+ε, i=1,2 (1)

ここで、は地域 i に供給された地方公共財の

量、εは攪乱項であり、地域で特有の効用格差を

示している5 )。εは、平均がゼロで連続的な確率

密度関数 h(ε)に従うとする。また、h(ε)は、地

域間で同一の分布であると仮定する。(1)式は、

地域住民の効用水準が地方公共財の量、攪乱項に

依存して決まることを示している。

以上の仮定とともに、本稿のモデルでは、地方

政府と住民との間に情報の非対称性が存在するこ

とを仮定する。すなわち、地方政府によって決定

される の値は、住民が直接的に観察すること

ができず、地方政府の私的情報とする。さらに、

各地域の住民の効用水準は、両地域の住民と地方

政府によって観察可能であるが立証不可能である

とする。このような仮定は、地方政府が住民の真

の地方公共財の選好をわかっておらず、住民は地

方政府によって実際に提供された地方公共財の供

給水準に気付いていない状況を表している。

地方政府は、選挙による住民の投票によって再

選されるか否かが決定される。地域 i に居住する

住民は、自身が得ている効用水準と地域 j に居住

する住民が得ている効用水準を比較し、他地域の

地域 j の居住民が得ているよりも自身の方が少な

くとも高い効用水準を得ているときに、自地域の

地方政府iを再選させる。したがって、地方政府

i の再選条件は、

u()+ε⪰u()+ε (2)

となる。

地方政府 i は地方公共財を供給したときに

v()の効用を得る。地方政府 i の効用関数

v' ()は、v' ()<0, v'' ()<0の条件を満たす。

地方政府 i は再選されたとき、レントRを取得す

る。したがって、地方政府 i は次の最大化問題に

直面し、期待効用を最大にするように地方公共財

()の供給量を決定する。

max


E[v()+R]

=v()+R･r (u()+ε⪰u()+ε)

(MAX 1)

ここで、E[･]は期待効用、r (･)は現職の地方政

府 i が再選する確率である。また、地方政府 i の

再選確率は次のような累積分布関数に変形させる

ことができる。

r (u()+ε⪰u()+ε)

=r (u()−u()⪰ε−ε)

=r (u()−u()⪰ξ)

=F (u()−u())

=



f (ξ)dξ (3)

ここで、ξ=


ε−εである。また、F (･)は累積分

布関数、f (･)は確率密度関数である6 )。地方政

府 i の再選確率を変形することで導かれた累積分

布関数(3)式を目的関数に代入し、地方政府の期

待効用最大化問題(MAX 1)を解けば、次のよう

に 1階条件が導出される7 )。

∂E[v()+R]

∂
=v'()+R･u'()･f (u()−u())=0

(4)

(4)式左辺第 1 項目は、の供給量を増加させた

ときに発生する地方政府の効用の減少分、すなわ

ち不効用の増加分であり、地方公共財の供給量を

増加させたときに発生する限界費用である。一方、

(4)式左辺第 2 項目は、の供給量を増加させた
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ときに発生する再選レントが取得できる確率の上

昇分であり、地方公共財の供給量を増加させたと

きに発生する限界便益である。地方政府は地方公

共財供給量を増加させたときに発生するこのよう

な限界費用と限界便益が一致するように地方公共

財の供給量を決定する。

1階の条件(4)式は、ある が決定されたとき、

地方政府 i が自身の最適な地方公共財供給量 

を決定するための反応関数となっている。したが

って、(4)式を全微分することにより、地方政府

j の地方公共財供給量 の変化が、地方政府 i

の地方公共財供給量 の決定にどのような影響

を与えるのかをみることができる。(4)式を全微

分し整理すれば、

d

d
=

R･f '(u()−u())･u'()･u'()

v''()+R･f (u()−u())･u''()+f '(u()−u())･(u'())



>0

(5)

を得る8 )。(5)式より、ヤードスティック競争下

においては他地域が地方公共財供給量を増加させ

たとき、自地域も地方公共財供給量を増加させる

ことがわかる。

(5)式の直観的解釈を考察するために、と 

がそれぞれ地方政府iの再選確率に対してどのよ

うな影響を与えているのかをみる。最初に、地方

政府iの再選確率である累積分布関数(3)式を 

で偏微分すれば、

∂r

∂
=u'()･f (u()−u())>0, i, j=1,2, i≠ j

(6)

を得る。ここで、rは、地方政府iが再選する確

率であり、r=r (u()+ε≥u()+ε)とおい

ている。(6)式は、地方政府 i が地方公共財の供

給量 ()を増加させたとき、 j 地域の住民が得

る効用水準よりも i 地域で居住する住民の効用水

準の方が上昇することによって、地方政府 i の再

選確率が上昇することを示している。次に、地方

政府 i の再選確率である累積分布関数(3)式を 

で偏微分すれば、次式を得る。

∂r

∂
=−u'()･f (u()−u())<0, i=1,2, i≠ j

(7)

(7)式は地方政府 j の地方公共財供給量 が増加

したとき、地方政府 i の再選確率が低下すること

を示している。すなわち、の供給量が増加す

ると地域 i の住民よりも地域 j の住民の効用水準

が相対的に高くなるので地方政府 i の再選確率が

低下する。

(6)式、(7)式の結果より、(5)式の直観的解釈

は次のように述べることができる。地方公共財供

給量 の増加は地方政府 i の再選確率を高め、

地域 j の地方公共財供給量 の増加は地方政府

i の再選確率を低下させる。したがって、地方政

府 j が を増加させたとき、地方政府 i は自身

の を増加させることによって再選確率を上昇

させることが最適な行動となる。本稿では、(5)

式および(6)式、(7)式を推定することによって、

都道府県間にヤードスティック競争が生じている

のか否かを考察する。

すなわち、住民による投票によって政府の行動

が規律されるヤードスティック競争の下では、

の増加は自身の再選確率を上昇させ、また、他地

域の の増加は自身の再選確率を低下させる。

したがって、このようなヤードスティック競争が

発生している下では他地域の の増加に対して、

地方政府 i は、自身の再選確率を上昇させるため

に、を増加させる行動をとる。本稿では(6)式

と(7)式の再選確率関数を推定し、地方公共財の

供給量が再選確率にどのような影響を与えている

のかをみる。そして、(5)式を推定することによ

って、他地域の に対して、自地域は をどの

ように反応し決定しているのかを観察し、ヤード

スティック競争が引き起こされているのか否かを

考察する。

3 実証分析

3.1 計量モデルとデータ

前節では、わが国の市レベルの地方自治体間に

おいてヤードスティック競争が生じているならば、
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自地域地方政府の地方公共財供給量の増加は自地

域地方政府の再選確率を上昇させ、他地域地方政

府による地方公共財供給量の増加は自地域地方政

府の再選確率を低下させることがわかった。さら

に、このようなヤードスティック競争下において

は、他地域の地方公共財 の増加に対して、自

地域は再選確率を上昇させるため、を増加さ

せる行動をとる。したがって、わが国の市レベル

の地方自治体間でヤードスティック競争が生じて

いるのか否かを明らかにするため、ここでは第 1

に市長の再選確率関数を推定し、自地域と他地域

の地方公共財供給量の変化が自地域地方政府の再

選確率にどのような影響を与えているのかをみる。

第 2 に、が に対してどのような影響を与え

ているのかを推定する。

地方政府 i の再選確率(3)式は、と の関数

となっているので、

r=r(,), i, j=1,2, i≠ j (8)

と表すことができる。ここで、rは地域 i の知

事が再選されたならば 1、再選されなければ 0を

取る変数である。また、は地域 i に供給され

た地方公共サービスの量の変化率のベクトルであ

り、は近隣地域で供給された地方公共サービ

スの量のベクトルを示している。再選確率関数

(8)式を次のように特定化する。

r=c+α+β+γ (9)

ここで、 cは定数項、γは誤差項である。地方政

府 i の 1 階の条件(4)式より、地域 i の地方公共

財供給量 は、の関数となっていることがわ

かる。地方政府 i が を決定する際に従う反応

関数は、

=() (10)

と表される。(10)式を次のように特定化する。

=a+b+μ (11)

ここで、 aは定数項、μは誤差項である。(9)式

で推定された自地域地方政府が供給する地方公共

財 の係数が正であり、また、他地域地方政府

が供給する地方公共財 の係数が負であり、か

つ、(11)式において推定された地方公共財 の

係数が正であるならば、ヤードスティック競争が

行われている可能性が高いと考える。

本稿では、2011年（平成23年） 4月から同年の

12月までの間に行われた市区長選挙のうち現職市

区長が再選された141の選挙を分析対象としてい

る9 )。再選確率関数(9)式の説明変数である自地

域の公共サービス には市区の目的別歳出額で

ある民生費、衛生費、商工費、土木費、消防費、

教育費、公債費を選択した10)。また、各地方公共

サービス変数は選挙執行日より前年度の 1人当た

りの歳出額である11)。他地域の地方公共サービス

変数は、選挙執行日より 2年前の 1人当たり歳出

額を近隣地域で平均した変数である。本稿では、

近隣地域を同一都道府県の市区として設定する。

例えば、大阪市は大阪府に属するので、大阪市に

対応する近隣地域の公共サービス変数 は大阪

府下における大阪市以外の市の歳出額の単純平均

である。(11)式の被説明変数 と説明変数 に

も上述のような自地域の目的別歳出額と近隣地域

の目的別歳出額の単純平均を導入している。

分析に用いたデータの出所は次の通りである。

現職知事の再選、落選状況のデータは、�全国市

長会ホームページ 平成23年度市長選挙結果

（http://www.mayors.or.jp/）�から得た。また、

市区の各目的別歳出、住民基本台帳人口は!市町

村決算状況調（各年度版）"（地方財政調査研究

会）から採っている。

3.2 実証結果

実証分析の結果をみる。表 1は、被説明変数を

現職市区長が再選すれば 1、落選すれば 0として、

説明変数が自地域の各目的別歳出額と自地域以外

の各目的別歳出額とした推定結果表である。推定

モデルはロジットモデルを採用している。

再選確率関数(9)式の推定結果である表 1 をみ

る。商工費歳出 (CIEX）､ 消防費歳出 (FBEX）､

近隣地域の商工費地域平均歳出（CIEXRA）、土

木費地域平均歳出（CEEXRA）、消防費地域平均
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歳 出（FBEXRA）､公 債 費 地 域 平 均 歳 出

(DEEXRA) の係数が統計的に有意であった。次

に有意な係数の符号をみる｡ CIEX､ FBEX､

CEEXRA､ DEEXRAの係数は負であるので、自

地域の商工費と消防費歳出、そして、近隣地域の

土木費と公債費歳出が増加すれば自地域市長の再

選確率が低下することがわかる。一方、CIEXRA

と FBEXRAの係数の符号は正であり、近隣地域

の商工費、消防費歳出の増加によって自地域市長

の再選確率が上昇することが結果として導出され

ている。

(6)式、(7)式で導出されたヤードスティック競

争下における理論的結果と整合的な係数の推定結

果は、近隣地域の公共サービス変数である

CEEXRA、DEEXRAである。すなわち、表 1の

結果は近隣地域の土木費歳出、公債費歳出におい

てヤードスティック競争が発生している可能性が

あることを示唆している。

次に(11)式の推定結果である表 2をみる。表 2

は被説明変数を自地域の各目的別歳出の変化率と

して、説明変数を近隣地域の各目的別歳出の平均

額とした(11)式の推定結果である。説明変数を近

隣地域の平均歳出額である PLEXRA、HYEXRA、

CIEXRA、 CEEXRA、 FBEXRA、 EDEXRA、

DEEXRAとした推定式と被説明変数と同じ目的

別歳出の近隣地域平均歳出額のみを説明変数とし

た推定式を推定した。

表 2 の推定結果を次に述べる。表 2 の PLEX

を被説明変数とした推定式では、PLEXRAの係

数は 1% 有意水準で有意であり、係数の符号は正

である。HYEXを被説明変数とした推定式では、

HYEXRAの係数は有意ではない。CIEXを被説

明変数とした推定式では、CIEXRAの係数は 1%

有意水準で有意であり、係数の符号は正となって

いる。CEEXを被説明変数とした推定式では、

CEEXRAの係数は 5% 有意水準で有意であり、

係数の符号は正である。FBEXを被説明変数と

した推定式では、FBEXRAの係数は 1% 有意水

準で有意であり、係数の符号は正である。EDEX

を被説明変数とした推定式では、EDEXRAの係

数は 5% 有意水準で有意であり、係数の符号は正

である。DEEXを被説明変数とした推定式では、

DEEXRAの係数は 1% 有意水準で有意であり、

係数の符号は正である。以上で述べた表 2の推定

結果をまとめると､近隣地域の民生費 (PLEXRA）、

商工費（CIEXRA）、土木費（CEEXRA）、消防

費（FBEXRA）、教 育 費（EDEXRA）、公 債 費

（DEEXRA）が増加したとき、自地域の各同一目

的別歳出が増加することがわかる。これらの結果

は、理論モデルより導出された(5)式の符号と整

合的である。

表 1と表 2の結果を合わせて考慮すれば、土木

費、公債費歳出においてヤードスティック競争が

生じている可能性が高いことがわかる。表 1より、

近隣地域の土木費歳出の増加は自地域現職市長の

再選確率を低下させることがわかり、表 2より、

近隣地域の土木費歳出の増加によって自地域の土

木費歳出も増加するという結果が導出されている。

次に公債費の結果をみると、表 1より、近隣地域
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表 1 市長 再選確率関数の推定結果

(注) 1 ）被説明変数は、現職市長が再選すれば 1、

落選すれば 0である。

2）分析手法はロジットモデルである。

3）サンプルの大きさは141である。

4）係数推定値にかかる***は、係数の推定値

が 1% 有意水準で有意、**は 5% 有意水準

で有意、*は 10% 有意水準で有意であるこ

とを示している。

5）（ ）内は標準誤差である。
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表 2 市レベルにおける近隣地域の地方公共サービス量が自地域の地方公共サービス量に与える影響

(注) 1 ）分析手法は最小二乗法

である。また、サンプ

ルの大きさは141である。

2）係数推定値の右側にあ

る***は、係数の推定値

が 1% 有意水準で有意、

**は 5% 有意水準で有意、

*は 10% 有意水準で有意

であることを示してい

る。

3）［ ］内は標準誤差であ

る。



の公債費歳出の増加は自地域現職市長の再選確率

を低下させることがわかる。そして、表 2より、

近隣地域の公債費の増加によって自地域の公債費

も増加することがわかる。したがって、土木費、

公債費に関して、他地域の歳出変化が自地域の現

職市長の再選確率に影響を与え、自地域現職市長

が自身の再選確率を確保するために近隣地域より

も歳出を増加させるというヤードスティック競争

が生じていることが示唆される。

一方で、商工費と消防費に関しては、自地域歳

出が減少すれば、自地域市長の再選確率が上昇し、

近隣地域の歳出が減少すれば、自地域市長の再選

確率が低下する。さらに、近隣地域の歳出が減少

したとき、自地域の歳出は減少する結果が得られ

ている。このような商工費と消防費の結果は本稿

の理論モデルの結果とは整合的ではない。

4 市レベルの地方自治体間と都道府県間に

おけるヤードスティック競争の比較

本節では、市レベルの地方自治体間と都道府県

間において生じているヤードスティック競争を比

較する。本稿では、主に市レベルの地方自治体間

のヤードスティック競争を実証的に検証してきた

が、東・西垣（2012）では都道府県間における

ヤードスティック競争に焦点を当て、実証的に

ヤードスティック競争を検証している。ここでは、

東・西垣（2012）において行われた都道府県間と

本稿の市レベル間におけるヤードスティック競争

の検証結果を比較する。

本稿では、ヤードスティック競争の実証分析の

必要性の理由の 1 つに、�足による投票�を原動

力とした地方政府間の競争がわが国では弱いこと

を挙げている。しかし、わが国においても�足に

よる投票�は行われていないわけではなく、�足

による投票�仮説が強く働くか、弱く働くかで

ヤードスティック競争の作用の強弱も変化するこ

とが考えられる。例えば、都道府県を分析対象に

すれば、都道府県間を移動するコストは高いので

�足による投票�は弱く働き、ヤードスティック

競争が自治体間の競争に強く働くかもしれない。

一方、市を分析対象にすれば、市間を移動するコ

ストは都道府県間よりも低くなるために、�足に

よる投票�仮説が活発に働き、ヤードスティック

競争が自治体間競争へ与える作用が弱くなるかも

しれない。すなわち、市レベルの自治体間と都道

府県間で生じているヤードスティック競争にはそ

れぞれの特徴があることが考えられる。本節では、

市レベルの自治体間と都道府県間のヤードスティ

ック競争を比較し、それぞれで引き起こされる

ヤードスティック競争の違いを考慮し、市レベル

の自治体間、都道府県間のヤードスティック競争

が有効に働く制度を議論することが目的である。

4.1 都道府県間におけるヤードスティック競争

の実証結果

ここでは、東・西垣（2012）において導出され

た都道府県間におけるヤードスティック競争の実

証分析とその結果を簡潔に紹介する。

東・西垣（2012）においても本稿と同様のヤー

ドスティック競争の理論モデルが構築され、都道

府県間におけるヤードスティック競争が実証的に

検証されている。すなわち、都道府県知事の再選

確率を自地域目的別歳出変化率と他地域の目的別

歳出変化率によって回帰し、さらに、他地域の目

的別歳出の変化率が自地域の目的別歳出変化率に

どのように影響を与えているのかを実証的に分析

している。都道府県の分析においても、自地域の

目的別歳出の変化率上昇が自地域知事の再選確率

を上昇、他地域の目的別歳出変化率上昇が自地域

知事再選確率を低下、さらに、他地域の目的別歳

出変化率上昇が自地域の目的別歳出変化率に正の

影響を与えているのならば、ヤードスティック競

争が生じていると見る。

分析範囲は、1992年（平成 4年） 4月から2011

年（平成23年） 3月までの間に行われた都道府県

知事選挙のうち現職知事が再選された131の選挙

である。次の表 3は都道府県間における知事選挙

の再選確率関数、表 4は他地域の公共サービス量

の変化が自地域の公共サービス量に与える影響の

推定結果である。

表 3 の結果から述べる。PLEXPCHの係数は

10% 有意水準で有意であり、係数の符号は正で

ある。自地域の地方公共サービス変数の係数が有
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意なものは、PLEXPCHのみであった。他地域

の地方公共サービスの地域平均変化率の係数をみ

ると、HYEXRAの係数が有意であり、その符号

は負である。AFFEXRAの係数は有意であり、

その符号は正である。CIEXRAと CEEXRAの

両係数は有意であり、CIEXRAの係数の符号は

正、CEEXRAの係数の符号は負となっている。

したがって、自地域の民生費変化率の上昇は、自

地域現職知事の再選確率を上昇させ、衛生費地域

平均変化率、土木費地域平均変化率の上昇は自地

域現職知事の再選確率を低下させることがわかる。

また、他地域の農林水産業費地域平均変化率と商

工費地域平均変化率の上昇は自地域の現職知事の

再選確率を上昇させることがわかる。(6)式、(7)

式で導出されたヤードスティック競争下における

理論的結果と整合的な係数の推定結果は、

PLEXPCH、HYEXRA、CEEXRAである。すな

わち、表 3の結果は民生費歳出、衛生費歳出、土

木費歳出においてヤードスティック競争が発生し

ている可能性があることを示唆している。

表 4は被説明変数を自地域の各目的別歳出の変

化率として、説明変数を他地域の各目的別歳出の

地域平均変化率とした(11)式の推定結果である。

説明変数を他地域の歳出平均変化率である

PLEXRA、HYEXRA、LAEXRA、AFFEXRA、

CIEXRA、 CEEXRA、 POEXRA、 EDEXRAと

した推定式と被説明変数と同じ目的別歳出の他地

域平均変化率のみを説明変数とした推定式を推定

した。

表 4 の推定結果をみると、PLEXPCHを被説

明変数とした推定式では、PLEXRAの係数は有

意であり、係数の符号は正である。HYEXPCH

を被説明変数とした推定式では、HYEXRAの係

数は有意であり、係数の符号は正である。

LAEXPCHを被説明変数とした推定式では、

LAEXRAの係数は有意であり、係数の符号は正

である。AFFEXPCHを被説明変数とした推定式

では、AFFEXRAの係数は有意であり、係数の

符号は正である。CIEXPCHを被説明変数とした

推定式では、CIEXRAの係数は有意でない。

CEEXPCHを被説明変数とした推定式では、

CEEXRAの係数は 1% 有意水準で有意であり、

係数の符号は正である。POEXPCHを被説明変

数とした推定式の POEXRAの係数は有意でなか

った。また、EDEXPCHを被説明変数とした

EDEXRAの係数は有意であり、係数の符号は正

である。

以上で述べた表 3の推定結果をまとめると、他

地域の民生費（PLEXRA）、衛生費（HYEXRA）、

労働費 (LAEXRA）､農林水産業費 (AFFEXRA）、

土木費（CEEXRA）、教育費（EDEXRA）が増

加したとき、自地域の歳出が増加することがわか

る。一方、他地域の商工費歳出（CIEXRA）の変

化が自地域商工費歳出（CIEXPCH）に与える影

響、また、他地域の警察費歳出（POEXRA）の

変化が自地域の警察費歳出（POEXPCH）に与え

る影響を観察することはできない。

表 3と表 4の結果を合わせて考慮すれば、民生

費、衛生費、土木費においてヤードスティック競

争が生じている可能性が高いことがわかる。表 3

より、自地域民生費の増加は自地域現職知事の再
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表 3 都道府県知事 再選確率関数の推定結果

(注) 1 ）被説明変数は、現職知事が再選すれば 1、

落選すれば 0である。

2）分析手法はロジットモデルである。

3）サンプルの大きさは131である。

4）係数推定値にかかる***は、係数の推定値

が 1% 有意水準で有意、**は 5% 有意水準

で有意、*は 10% 有意水準で有意であるこ

とを示している。

5）（ ）内は標準誤差である。

(出所）東・西垣（2012）
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表 4 都道府県 他地域の地方公共サービス量の変化率が自地域の地方公共サービス量の変化率に与える影響

(注) 1 ）分析手法は最小二乗法である。また、

サンプルの大きさは131である。

2）係数推定値の右側にある***は、係数

の推定値が 1% 有意水準で有意、**は

5% 有意水準で有意、*は 10% 有意水

準で有意であることを示している。

3）［ ］内は標準誤差である。



選確率を上昇させることがわかり、表 4より、他

地域の民生費の増加によって自地域の民生費も増

加するという結果が導出されている。次に衛生費

の結果をみると、表 3より、他地域衛生費の増加

は自地域現職知事の再選確率を低下させることが

わかる。そして、表 4より、他地域の衛生費の増

加によって自地域の衛生費も増加することがわか

る。土木費の結果をみると、表 3より、他地域土

木費の増加は自地域現職知事の再選確率を低下さ

せ、表 4より、他地域の土木費の増加によって自

地域の土木費も増加することがわかる。したがっ

て、都道府県間においては民生費、衛生費、土木

費に関して、他地域の歳出変化が自地域の現職知

事の再選確率に影響を与え、自地域現職知事が自

身の再選確率を確保するために他地域よりも歳出

を増加させるというヤードスティック競争が生じ

ていることが示唆される。

4.2 市レベルの地方自治体間と都道府県間にお

けるヤードスティック競争の比較

これまで、見てきたように、市レベルの地方自

治体間では、土木費、公債費に関して、また、都

道府県間においては民生費、衛生費、土木費に関

してヤードスティック競争が生じていることが示

唆された。市レベルでは住民が日常で直接的に便

益を享受する土木費についてヤードスティック競

争が生じていることが特徴的である。また、都道

府県においては、生活保障や老人福祉費などより

広域的な住民に便益を与える民生費、衛生費につ

いてヤードスティック競争が生じているところが

特徴的である。これらの結果をみれば、市には地

域住民により密接した公共サービスの供給決定に

裁量を与え、都道府県にはより広域的に便益を与

える公共サービスの供給決定に裁量を与えること

でヤードスティック競争が有効に作用するのでは

ないかと考えられる。

また、市レベルでは商工費と消防費が歳出削減

のヤードスティック競争になっている可能性があ

ることが本稿では結果として導出されている。こ

のような結果は、都道府県間のヤードスティック

競争では導出されない。したがって、市レベルの

地方自治体間と都道府県間で生じるヤードスティ

ック競争は歳出項目によっては歳出削減といった

逆に作用する競争になる可能性もある。これにつ

いては、市レベルにおいて、歳出削減のヤードス

ティック競争がどのように引き起こされるのかの

理論モデルを構築し、今後そのメカニズムを考察

する必要がある。

5 結論

本稿ではわが国の市レベルの地方自治体間にお

いてヤードスティック競争が生じているのか否か

を考察した。そのため、地方公共財の供給量によ

って自地域の住民が他地域の住民よりも高い効用

水準を得ることができれば、投票によって現職市

長が再選されるというヤードスティック競争のモ

デルを構築した。このようなヤードスティック競

争下においては、自地域の地方公共財供給量の増

加は自地域現職市長の再選確率を上昇させること、

また、他地域地方公共財の供給量増加は自地域現

職市長の再選確率を低下させること、さらに、他

地域の地方公共財供給量が増加したとき、それに

ともなって自地域の地方公共財供給量も増加する

ことが明らかになった。したがって、ヤードステ

ィック競争が生じているのか否かを考察するため

に、第 1に自地域と他地域の地方公共財供給量の

変化が現職市長の再選確率にどのような影響を与

えているのか、また、第 2に近隣地域の地方公共

財供給量の変化が自地域地方公共財供給量にどの

ような影響を与えているのかを推定した。

地方公共財供給量の代理変数を各目的別歳出額

として推定した結果は次の通りである。再選確率

関数の推定結果から、自地域の商工費と消防費歳

出の増加によって自地域現職市長の再選確率が低

下するという結果が得られた。また、近隣地域の

商工費歳出、消防費歳出の増加によって自地域現

職市長の再選確率は上昇することが判明した。一

方、近隣地域の土木費、公債費は自地域市長の再

選確率を低下させることが明らかになった。そし

て、民生費、商工費、土木費、消防費、教育費、

公債費歳出に関して、近隣地域の歳出が自地域歳

出へ正の影響を与えていることが明らかになった。

地方公共歳出の変化が再選確率へ与える影響と近
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隣地域地方公共歳出の変化が自地域地方公共歳出

へ与える影響の 2つの結果を合わせて考慮すれば、

市レベルの地方自治体間では土木費と公債費にお

いてヤードスティック競争が生じている可能性が

高いとの分析結果が得られた。

一方で、商工費と消防費に関しては、自地域歳

出が減少すれば、自地域市長の再選確率が上昇し、

近隣地域の歳出が減少すれば、自地域市長の再選

確率が低下する。さらに、近隣地域の歳出が減少

したとき、自地域の歳出は減少する結果が得られ

ている。このような商工費と消防費の結果は本稿

の理論モデルの結果とは整合的ではない。商工費

と消防費に関しては、経費を削減するヤードステ

ィック競争が生じていることが伺われる。

通常のヤードスティック競争は自地域の公共財

供給量の増加により他地域住民よりも相対的に自

地域住民の方が効用水準が高くなり、首長の再選

確率が上昇するために、地域間で公共財供給量を

増加させる競争である。しかし、商工費と消防費

に関しては、歳出増加よりも歳出を減少させるこ

とで、自地域住民の効用が他地域よりも相対的に

上昇し、自地域首長の再選確率が上昇するために、

歳出を削減させるヤードスティック競争が生じて

いるのかもしれない。このような本稿とは違った

ヤードスティック競争を今後、理論的に考察する

必要がある。

地方政府が�足による投票�仮説のもとで地方

公共財の供給を行っていれば、住民が自由に地域

間を移動することが可能な制度を設計することで

地方政府の地方公共財供給行動をより効率的にす

ることができる。また、地方政府がヤードスティ

ック競争の下で地方公共財の供給を行っていると

すれば、選挙によって住民の声が地方政府に届き

易くなるような制度の構築、すなわち、政策情報

を開示することで地方政府による地方公共財供給

行動をより効率的にすることができる。本稿では

市レベルの自治体間でヤードスティック競争が生

じている可能性が高いことが明らかになった。し

たがって、住民の声が地方政府により届くような

選挙制度や行政制度を構築すること、そして、住

民が地方政府の政策を詳細に評価できるように地

方政府が地域の情報を開示することにより地方政

府の地方公共財供給が効率的になる可能性がある

ことがわかる。しかし、�足による投票�仮説と

ヤードスティック競争は現実的には同時に存在す

ると考えられる。現在の分析では、どの程度ヤー

ドスティック競争が生じていて、また、�足によ

る投票�仮説がどの程度生じているのかは定かで

はない。ヤードスティック競争と�足による投

票�仮説がどの程度の配分で生じているのかがわ

かれば、地方政府の地方公共財供給行動をさらに

効率的にするような制度構築が可能であると考え

られる。これらは、今後の課題としたい。

注

1 ）Rosen (2009)、pp.511-512 では、�足による投票�

仮説とアメリカ地方財政の現実との接点を次のよう

に述べている。アメリカ経済では、どの年において

も、前年から居住地を変更する人がアメリカの全人

口の 16%に上り、アメリカの大都市の半径20マイル

（約 32km）以内には人々が居住するために選択する

ことができる郊外都市が、およそ数百も存在する。

したがって、�足による投票�仮説がアメリカ地方財

政の 1 つの現実的側面をとらえたモデルであること

を指摘している。しかし、日本においては、地域間

の住民移動はアメリカよりも活発ではなく、また近

年の市町村合併によって住民が選択できる地域の数

は減少している。

2）小西（2009）、pp.246-247 においても同様のことが

指摘されている。

3）Nishigaki, Higashi and Nishimoto (2011) および、

Nishigaki, Higashi, Wong and Nishimoto (2012) では、

Lazear and Rosen (1981) の モ デルの枠 組 みを

Seabright (1996) へ導入し、住民の私的財と地方公

共財の選択を考慮したヤードスティック競争の資源

配分の効率性が理論的に分析されている。

4）東・西垣（2012）は都道府県間においてヤードス

ティック競争が生じているか否かを実証的に検証し

ている。

5）例えば、地域における特殊な自然環境や経済環境

である。

6）再選確率を累積分布関数へ変形する手法は、

Lazear and Rosen (1981) と同様である。

7）f '(u()−u())<0であれば、 2 階の条件は常に

満たされる。

8） 2 階の条件を満たす条件として、f '(u()−u())

<0と仮定している。

9）現職市区長が無投票で当選した場合は、現職市区

長の再選としている。

10）地域住民に対して直接的に便益を与えていると考

えられる目的別歳出を選択した。労働費と農林水産
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業費も住民に直接的に便益を与えている歳出である

と考えられる。しかし、労働費と農林水産業費に関

しては、歳出がゼロである自治体が多く存在したた

め、公共サービスの説明変数から除外した。

11）Besley and Case (1995) は、知事選が執行された年

度を t 期とし、各目的別歳出の変化率は t 期から t

− 2 期における変化率をとっている。これは知事選

が行われる年度より、 1 年前に知事が努力するのは

明らかなので、知事選より 2 年前の公共歳出と知事

選が行われる年度の公共歳出の変化率を見ることで、

知事のより詳細な努力や行動をみることができるか

らである。
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